
支援が必要な子ども（いわゆる発達障がいのグレーゾーン児等）への支援

母子保健・児童福祉・教育等とで連携し、子どもの成長に応じた切れ目ない支援を実現
～こども家庭庁の創設(R5)や児童福祉法改正施行(R6.4)の動きを踏まえ、本県で先んじて垣根を越えた連携を強化～

子どもの成長に応じた就学前後の一貫支援の強化

【実際の教育現場での事例】

発達
障が

○小学１年生の男の子。音楽の授業で鍵盤
ハーモニカの時間になると集中できず、離
席しがち。
○保育園からも『特別な配慮が必要な子』と
聞いていたので、ドの音に青色を、レの音に
緑色を貼り、配慮したつもりだった。

○保育園での実際の対応を確認したところ、
ドの音に赤色を、レの音には黄色を貼って
おり、その頃には特にトラブルがなかったこ
とが判明。
○小学校でも同様の対応を行ったところ、離
席することなく集中して授業を受けられるよ
うになった。

Ｒ４ 県の取り組み

調査員が収集した情報を
もとに、情報連携の体制
整備に係る検討会を開催
※既存の会議の活用も可

市町村の保健・福祉・教育部門担
当、学校教諭、SC、SSW、保育所・
幼稚園等の職員を対象とした共通
認識形成及び相談スキル向上の
ための合同研修

モデル市
（日田市・津久見市）
地域で体制づくりの検討

【現 状】

【課 題】 市町村の体制によって
連携体制が異なる

支援が確実につな
がる仕組みが必要

情報をつなぐ
仕組みあり

発達障がい等
の所見なし

発達障がいの
グレーゾーン児
（発達が気
になる）

発達
障がい

漠然とした
育児不安等

支援必要
（育児不安
強い・虐待
リスク等）

要保護対象
（虐待あり等）

児の特性（発達） 家庭の問題等

状況に応じ、情
報共有 （共有体
制は市町村に
よって様々）

・相談支援ファイル
・特別支援連携協議会
・要保護児童対策地域
協議会など

【体制構築】
連携にかかるガイドラインの作成

小学校・保育所・幼稚園・放課後児童クラブ等

調査員

地域の現状・課題派遣

就学前後の切れ目ない支援体制構築の
ためのガイドライン検討会

【目的】連携体制の仕組みを促進する。
【内容】①作成にあたり、『調査員』が小学校や保育所等を巡回し、情報連携の実態や課題、連携事例等の

情報収集を行う。
②医療・教育・保育・学識経験者、弁護士、療育機関等の子育て支援や情報連携に係る専門職で構
成する「就学前後の切れ目ない支援体制構築のためのガイドライン検討会」において、『調査員』
が収集した情報を報告、ガイドラインに反映する。

こ
ど
も
へ
の
関
わ
り
・支
援

母子保健

教育
（学校）

乳幼児健診（1歳6か月児、3歳児、5歳児）
発達相談、精密検診
園巡回の実施

保育コーディネーター
指導要録の作成
相談支援ファイルの活用
要保護児童対策協議会
利用者支援事業、発達支援ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ

就学前健診
幼保小の連携推進協議会
特別支援連携協議会
特別支援教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ、SC,SSW

児童福祉等
（保育所・幼稚
園・こども園、
利用者支援事
業、子育て支
援拠点等）

【人材育成】
支援者のためのスキルアップ研修会

＜調査員の活動内容＞
Ｒ４ モデル市の取り組み

【児の状況に応じた連携状況】

（１）現場の課題や事例の収集
【調査対象】小学校、認定こども園、保育所、幼稚園、放課後児童クラブ等のうち、

モデル市の状況に応じて選定
・情報連携の体制強化のため、うまく情報連携ができている事例や必要な情報が
うまく引き継がれていなかった事例を収集。

（２）現地検討会への参画（モデル市主催）
・モデル市が開催する連携体制の充実・強化に向けた検討会議等に参加
⇒収集した現場の課題や事例を関係者と共有し、モデル市における体制検討に
つなげる。

（３）「就学前後の切れ目ない支援体制構築のためのガイドライン検討会」への参画
・大分県版のガイドラインを作成するにあたり、 （１）で把握した地域の課題や実態
を報告・提案し、ガイドライン作成のための議論に参加

各
市
町
村
の
体
制
に
応
じ
た
連
携


